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会計・開示ダイジェストは、日本基準及びIFRS®会計基準等の会計及び開示の主
な動向についての概要を記載したものです。 

 

1. 企業会計基準委員会（ASBJ）及び日本公認会計士協会
（JICPA） 

今月、特にお知らせする事項はありません。 

 

 

2. 東京証券取引所 

【意見募集】 

プライム市場における英文開示の拡充に向けた上場制度の整備について 

東京証券取引所は2024年2月26日、「プライム市場における英文開示の拡充に向けた上場
制度の整備について」を公表し、パブリック・コメントの募集を開始しました。本制度要
綱では、企業行動規範において、プライム市場上場会社に対して決算情報・適時開示情報
の英文開示を義務化すること及び重要な会社情報について可能な限り英文開示を行う努
力義務を規定することが提案されています。適用時期について、2025年4月1日以後に開
示するものから適用することが提案されていますが、所定の書面を提出することで1年間
の猶予が認められる予定です。 

コメントの募集期限は、2024年3月27日です。  

あずさ監査法人解説資料：ポイント解説速報（2024年2月28日） 
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3. 金融庁 

【改正案】 

「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則に規定する金融庁長官が定める企
業会計の基準を指定する件」等の改正案 

2024年2月8日、金融庁は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則に規定
する金融庁長官が定める企業会計の基準を指定する件」等の改正案を公表しました。改
正の概要は以下のとおりです。 

1. 一般に公正妥当と認められる企業会計の基準の指定について、以下の改正が予定さ
れています。 

 追加：企業会計基準公開草案第80号「中間財務諸表に関する会計基準（案）」
※最終化後 

 削除：企業会計基準第12号「四半期財務諸表に関する会計基準」 

2. 指定国際会計基準の指定について 

3. 財務諸表等規則等の改正に伴う改正について 

コメントの募集期限は、2024年3月11日です。  

あずさ監査法人解説資料：ポイント解説速報（2024年2月13日） 

 

【改正】 

「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令（案）」
等に対するパブリックコメントの結果等について 

金融庁は2024年2月19日、「『財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則（以下「財
務諸表等規則」という）等の一部を改正する内閣府令（案）』等に対するパブリックコメ
ントの結果等について」を公表しました。改正の概要は以下の通りであり、2023年12月
7日に公表された改正案からの変更点はありません。 

 電子決済手段を「現金」に含めることによる、財務諸表等規則等における「資金」
の定義の改正 

 ASBJが2023年11月17日までに公表した会計基準を、財務諸表規則等に規定する一
般に公正妥当と認められる企業会計基準に指定（金融庁告示） 

あずさ監査法人解説資料：ポイント解説速報（2024年2月20日） 

 

 

4. 法務省 

今月、特にお知らせする事項はありません。 

  

https://www.fsa.go.jp/news/r5/sonota/20240208/20240208.html
https://www.fsa.go.jp/news/r5/sonota/20240208/20240208.html
https://kpmg.com/jp/ja/home/insights/2024/02/jgaap-news-flash-2024-02-13.html
https://www.fsa.go.jp/news/r5/sonota/20240219/20240219.html
https://www.fsa.go.jp/news/r5/sonota/20240219/20240219.html
https://kpmg.com/jp/ja/home/insights/2023/12/jgaap-news-flash-2023-12-11.html
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5. 国際会計基準審議会（IASB）、IFRS解釈指針委員会（委
員会）及び国際サステナビリティ基準審議会（ISSB） 

今月、特にお知らせする事項はありません。 

 

 

6. 欧州委員会（EC） 

今月、特にお知らせする事項はありません。 

 

 

7. 米国財務会計基準審議会（FASB） 

今月、特にお知らせする事項はありません。 
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各 基 準 に つ い て の より 詳 細な 情
報、過去情報は、あずさ監査法人の
ウェブサイトをご確認ください。 

■ あずさ監査法人トップページ（Link） 

■ 日本基準（Link） 

■ IFRS会計基準（Link） 

■ 米国基準（Link） 
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コピーライト© IFRS® Foundationすべての権利は保護されています。有限責任 あずさ監査法人はIFRS財団の許可を得て複製して
います。複製および使用の権利は厳しく制限されています。IFRS財団およびその出版物の使用に係る権利に関する事項は、
www.ifrs.orgでご確認ください。 

免責事項: 適用可能な法律の範囲で、国際会計基準審議会とIFRS財団は契約、不法行為その他を問わず、この冊子ないしあらゆ
る翻訳物から生じる一切の責任を負いません（過失行為または不作為による不利益を含むがそれに限定されない）。これは、直接
的、間接的、偶発的または重要な損失、懲罰的損害賠償、罰則または罰金を含むあらゆる性質の請求または損失に関してすべ
ての人に適用されます。 

この冊子に記載されている情報はアドバイスを構成するものではなく、適切な資格のあるプロフェッショナルによるサービ
スに代替されるものではありません。 

「ISSB™」は商標です。「IFRS®」、「IASB®」、「IFRIC®」、「IFRS for SMEs®」、「IAS®」および「SIC®」はIFRS財団の登録商標で
あり、KPMG IFRG Limitedおよび有限責任 あずさ監査法人はライセンスに基づき使用しています。この商標が使用中および

（または）登録されている国の詳細についてはIFRS財団にお問い合わせください。 

 

■ 関連資料紹介 

 IFRS会計基準年次財務諸表ガイド - 開示例（2023年9月版） 

 IFRS会計基準年次財務諸表ガイド - 開示チェックリスト（2023年9月版） 

 IFRS第16号詳細解説シリーズ シリーズNo8：セール・アンド・リースバック取引 

 

■ ソーシャルメディアのご紹介 

リサーチ／報告書、解説記事、動画による解説など、 
KPMGの知見を集めた独自コンテンツを発信しています。     

 

 

■ 会計・監査コンテンツアーカイブのご紹介 

会計・監査コンテンツをトピック別、業種別で絞込み、一覧 
表示することができます。 
kpmg.com/jp/search-tool 

 

 ■ KPMG Japan Insight Plusのご紹介 

https://kpmg.com/jp/ja/home/campaigns/2
022/04/insight-plus.html 
この度、KPMGジャパンは、KPMGジャパンのセ
ミナーや、動画コンテンツを会員限定で提供す
るウェブサイト「KPMG Japan Insight Plus」を
開設いたしました。 
 
KPMGジャパンのナレッジを、ビジネストピッ
ク別にご紹介しているほか、会員登録の際にご
興味のあるトピックを選択いただくと、その内
容が定期的にメールにて配信されるサービスも
ご提供しています。 

 

https://home.kpmg/jp/ja/home/services/audit.html
https://home.kpmg/jp/ja/home/insights/2016/05/accounting-standards/j-gaap.html
https://home.kpmg/jp/ja/home/insights/2016/05/accounting-standards/ifrs.html
https://home.kpmg/jp/ja/home/insights/2016/05/accounting-standards/us-gaap.html
https://kpmg.com/jp/ja/home/insights/2024/03/ifrs-financial-statement-2023-09.html
https://kpmg.com/jp/ja/home/insights/2024/03/ifrs-disclosure-checklist-2023-09.html
https://kpmg.com/jp/ja/home/insights/2023/10/ifrs-leases-2023-10-12.html
http://www.kpmg.com/jp/ja/Pages/kpmg-atoz-app.aspx
http://www.kpmg.com/jp/ja/Pages/kpmg-atoz-app.aspx
https://area11.smp.ne.jp/area/table/697/cjZRC6/M?S=oipb2qftj
https://area11.smp.ne.jp/area/table/697/cjZRC6/M?S=oipb2qftj
https://home.kpmg/jp/ja/home/misc/mail-magazine.html
https://kpmg.com/jp/ja/home/campaigns/2022/04/insight-plus.html
https://kpmg.com/jp/ja/home/campaigns/2022/04/insight-plus.html
https://www.facebook.com/KPMG.JP/
https://www.linkedin.com/company/kpmg-jp/
https://twitter.com/KPMG_JP
https://www.youtube.com/KPMGJapan
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